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せんでしたが、最近のスマートフォンで
はほとんど自分では交換できない設計に
なっており、バッテリー容量がなくなっ
てくると製品を買い換えるケースもあっ
たかと思います。しかし自分で交換可能
になることで、より長く使えるようにな
ると思われます。またエコデザイン規則

（EU）2023/1670では、携帯電話やタブレッ
ト端末については、ディスプレイ等の主
要部品が、一般的な工具で交換できる設
計でなくてはならず、特殊な工具や接着
剤を多用することは原則として認められ
ていないなど、分解・修理しやすい設計
にすることも義務化されています。その
他いくつかの電気・電子機器等に対して
同様に主要部品の分解が容易な設計等が
義務化されており、さらに今後対象製品
は増えていく予定です。
　またフランスではスマートフォンや
ノートパソコン、いくつかの電気・電子
機器に対して修理可能性のスコアの表示
が義務化されています。フランスの修理
可能性指標は、修理マニュアル等の入手
しやすさ、製品の分解しやすさ、修理に
必要な工具・金具の種類、部品の入手し
やすさと価格、その他製品固有の基準等
に基づいて算出されます２）。このような
指標を表示することは、消費者が修理し
やすい製品を選択する上でも、メーカー
に製品を修理しやすくするよう動機づけ
る上でも、有用だと思われます。

ユーザーや修理業者の部品・専用工具・
情報等へのアクセスの実現
　２つめのタイプの政策は、製品の所
有者やメーカー系列とは異なる修理業

者が、メーカー系列の修理業者と同等
の条件で、修理部品、専用工具、マニュ
アル・診断情報、その他の修理に必要
な情報にアクセスできるようメーカー
に義務づける制度です。米国の自動車
や車いす、農業機器、電子機器等の「修
理する権利」に関する各種州法は、多
少の違いはありますが、このような規
定が制度の中心になっています１）。
　こうした制度がないと、例えばスマー
トフォンのねじが特殊な形状をしたね
じのため、自分で開けて修理したいと
思っても専用工具がなくてできない１）

ということが起こります。また、メー
カー系列の修理業者が修理市場を独占
し、競争が起こらないことで、価格が
高止まりしたり、修理のサービス水準
が向上しない可能性もあります。こう
したことから、このような修理部品・
専用工具や修理に必要な情報へのアク
セス権が「修理する権利」として主張
され、法制化されてきています。
　なお関連する制度として、修理部品の
保有年数に関する制度があります。EU
の新たな制度では、メーカーに一定期間、
修理用部品を適正な価格で入手できるよ
うにすることを義務づけています２）。

消費者にとって
修理しやすい環境づくり
　３つめの政策タイプは、消費者が修
理する際の障壁を低くして、修理をし
やすくする政策です。私たちが修理す
ることを考えるとき、自分で修理する
にはどうしたらよいか、あるいはどこ
に依頼したらよいか、費用・手間・必

修理する権利　
　読者の皆さんは、「修理する権利」っ
て、聞いたことがありますか？　「修理
する権利」というのは、文字どおり「自
分の物を修理できる権利」です。「そん
なのあたりまえでは？」と思うかもし
れません。が、本当にそうでしょうか？
修理しようと思ってお店に持って行っ
たけど「部品がもうないので修理でき
ません」と言われたことはありません
か？自分で修理しようとしたけど、ね
じの形が変で自分でふたが開けられな
かった、ということはありませんか？
案外、自分の所有物なのに修理したく
ても修理できないのです。これに対し
て「所有するものはすべて修理できる
べきである」という考えのもと、「修理
する権利」運動が広がっていきました１）。
　一方で、「修理」によって製品を長く
使用していくことは、サーキュラーエコ
ノミー、すなわち社会に投入した資源か
ら生み出される価値を最大限に活用する
経済を実現し、持続可能な社会を作って
いくためにも非常に重要な取り組みです。
こうした観点からも、近年、「修理する
権利」が主張され、欧米を中心にその実
現に向けた政策が展開しつつあるのです。
　この「修理する権利」を実現し、修
理を促進するためには、①修理しやす
い製品づくりを促進・義務化する政策、

②ユーザーや修理業者が修理部品・専
用工具・修理に必要な情報等にアクセ
スできるようにする政策、③消費者にとっ
て修理しやすい環境づくりを行う政策、
等が必要です。この記事ではこれらの
政策について、EU やフランスのいくつ
かの例を紹介するとともに、日本での
修理政策の現状と今後に期待されるこ
とについて述べたいと思います。
　なおこの記事の多くの内容は、廃棄
物資源循環学会誌 35 巻３号の特集「リ
ペア・リユースと循環経済」の各記事
からピックアップしたものです。関心
のある方は、是非、下記サイトよりこ
の特集をご覧ください。
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/
mcwmr/ 35 / 3 /_contents/-char/ja

修理しやすい製品づくりの
促進・義務化
　一つめの政策タイプは、修理しやすい
製品づくりに関する政策です。例えば
EU では、携帯電話、タブレット端末、
ノートパソコン等のバッテリー内蔵製品
のバッテリーをユーザーが簡単に取り外
し、交換できるようにする規制が 2027
年にスタートします１）。フィーチャーフォ
ン（いわゆるガラケー）の時代には自分
でバッテリー交換するのはあたりまえで、
修理というほど大げさなものでもありま
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要な時間が許容範囲か、修理に出して
いる間どのようにしのぐかなど、いく
つか考えなければいけないことがあり
ます。EU では、これらのことをより
容易にできるようにサポートする政策
が導入されつつあります。
　まずどうしたらよいかについては、
デジタル製品パスポート（DPP）と呼
ばれるしくみで、修理・分解マニュア
ルや部品情報、修理可能性に関する情
報等、各種情報が今後提供される予定
です。これにより自分で修理したいと
きに必要な情報が入手しやすくなりま
すし、購入時に修理しやすい製品を選
ぶこともできるようになります。なお
DPP とは、製品に表示される QR コー
ド等をスマートフォン等で読み取るこ
とで各種の製品情報が表示されるしく
みで、2027 年に開始され、順次対象製
品が拡大される予定です３）。一方、修
理事業者の情報については、2027 年開
始予定の欧州修理オンライン・プラッ
トフォームで検索できるようになりま
す。消費者は、この Web サイトで修
理事業者の情報（所在地、修理所要時
間、代替品提供の有無とその費用、製

品の引き渡し場所等の修理条件、修理
品質基準等）を検索でき、比較可能な
共通フォーマットで料金等の情報提供
を依頼することもできる予定です３）。
上記の情報のうち、代替品提供の有無
とその費用が事前にわかれば、必要に
応じて代替品を借りることも可能にな
り、修理に出している間どのようにし
のぐかという問題の解決にも貢献しま
す。なお修理の場としては、修理業者
だけでなく、リペアカフェ等の地域の
取り組みも登録される予定です。リペ
アカフェについては、本誌の瀬沢氏の
記事で詳しく報告されているのでご参
照ください（pp. 26 - 33）。
　費用・手間・時間等の問題については、
EU では、指定された製品群のメーカー
は合理的な期間と価格で製品を修理し
なければならない制度が動き始めてい
ます。修理用部品・工具を販売する場
合も合理的な価格で提供することが必
要です３）。例えばエコデザイン規則（EU）
2023/1670 では、携帯電話やタブレット
端末のメーカーは、市場に製品を投入
してから最初の５年間は修理用部品の
注文を受けてから５営業日以内に部品

を納入することを定めています。また
一般的な修理の目安価格を含め、修理サー
ビスに関する情報を Web サイトで提供
することも求められています２）。さら
に費用については、EU の指令により加
盟国は修理促進施策を一つ以上導入す
ることが求められていて、その中には
修理クーポンの発行や修理基金の設置
等もあり、消費者の修理費用を安くす
る施策が含まれます２）。すでにオースト
リアでは、電気・電子機器修理促進キャ
ンペーンの一環として修理代金が 50 % 
割引（最大 200 €）される施策があり、
フランスにも類似の施策があります２）。

フランスの修理費用支援施策と
拡大生産者責任（EPR）
　ところでフランスの場合、電気・電
子機器または衣類・履物の修理を、国
から認定を受けた修理業者に依頼すると、
支払い時に製品グループごとに決まっ
た割引を受けることができますが、そ
の割引分は生産者等によってつくられ
た生産者責任機構から修理業者に払い
戻されます。そしてその財源は、フラ
ンス市場に製品を出すメーカーの拠出
金によって賄われています。また各メー
カーが支払う拠出金の水準は、そのメー
カーの製品が修理しやすいほど安くな
るように設定されています。すなわち
フランスでは、修理にも EPR の考え方
が適用されていると考えられます４）。
　ここで修理政策と EPR の関係につい
て考えてみたいと思います。EPR とは、
基本的には使用後の製品・容器包装に
対して生産者が責任を負うという考え

方です。回収・リユース／リサイクル
／適正処理のシステムを作り、その運
用費用も生産費用の一部として負担す
ることで、持続的に循環させるしくみ
を維持することと、そのしくみを通し
て使用後のことを考えた製品設計に変
えていくことがこの考え方の２つの大
きな柱になっています。
　この考え方をフランスの修理割引の
しくみに適用して解釈すれば、フラン
スでは修理もリサイクルと同様に廃棄
を回避し、環境への負荷を削減する手
段として位置づけ、その修理費用の一
部を生産者が負担することで持続的に
修理するしくみを維持するとともに、
メーカーが製品設計を修理しやすいも
のに変えるインセンティブを作り出し
ていると考えられます。特にフランス
では修理しやすい製品にすると費用負
担が小さくなるしくみも導入すること
で、さらに修理しやすい製品にするイ
ンセンティブを強化しています。
　修理はリサイクルやリユースと同じ
く、機械化して大量に実施することで
コストを下げることが難しい業種です。
その一方で、大量生産によりコストが
下がる新品の価格より安くなければ需
要がなくなるため、所得水準が上昇し
て人件費が上昇すると利潤を生みだす
ことが難しくなり、事業を継続するこ
とが難しくなると考えられます。この
点も、新資源の価格よりも安くなけれ
ば需要がなくなるリサイクルと同様で
す。しかし社会に投入した資源から生
み出す価値を最大限に活用するサーキュ
ラーエコノミーを実現するためには、
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品の最低保有年数の規定を拡大すること
が必要だと思われます。また、さすがに
カタログに表示されているだけでは、今
時あまり見られないでしょうし、その他
の修理に必要な情報も含めて、ユーザー
や修理業者が簡単に確認できるよう EU
のDPPや修理オンライン・プラットフォー
ムのような取り組みも期待されます。
　最後に、消費者が修理する際の障壁を
低くして、修理をしやすくする政策です。
まずどうしたらよいか、どこに依頼すれ
ばよいか、に答える取り組みですが、日
本の国の政策には見当たりません。しか
し京都市には「京都市ごみ減量推進会議」
による「もっぺん」という修理店、リユー
ス店を検索できるポータルサイトがあり
ます。詳しくは本誌の野村氏らの記事

（pp. 14 - 19）にゆずりますが、政令市や
都道府県等の地域でこうしたサイトづく
りに取り組むのは、一つの方法だと思わ
れます。さらに、最近では京都府長岡京
市のように自治体の粗大ごみ収集のペー
ジで、「ジモティ」や「おいくら」など
のリユース系サイトを紹介してリユース
を促す取り組みが出てきていますが、こ
うしたページに「もっぺん」のような修
理情報のサイトを紹介するという方法も

考えられます。
　費用・手間・時間等の課題について
も日本の国の政策は見当たりませんが、
おもちゃ限定の、リペアカフェに近い
取り組みであるおもちゃ病院６）を環境
学習施設で行なっている自治体があり、
中にはおもちゃ以外の修理も行なって
いるところもあります。環境学習施設
の取り組みの詳細は本誌の正垣氏らの
記事（pp. 74 - 77）をご覧いただければ
と思いますが、おもちゃ病院は部品代
以外は原則無料で修理してくれる場で
あり、修理費用を下げる取り組みとい
えます。ただしメーカーや修理業者に
よる修理を完全に代替するサービスで
はありません。EU のように、メーカー
や民間修理業者が合理的な価格・納期
で修理できるように基準を設定する施
策等が望まれます。
　以上みてきたように、日本にも一部
取り組みはあるものの、近年の国際的
な修理政策の展開内容と比較すると、
不足する点が多々あります。日本のサー
キュラーエコノミー実現に向けて、上
記で述べたような修理政策が進むこと
を期待したいと思います。

修理業はこれからますます発展させて
いく必要がある業種でもあります。
　こうしたことから、EPR の考え方を
活用して、修理費用の一定の割合を生
産者の拠出金によって賄い、かつ、そ
の拠出金の水準を製品の修理しやすさ
で調整するしくみは、サーキュラーエ
コノミーを発展させる上で有効ではな
いかと考えられます。

日本の修理政策の現状と
今後への期待
　このように EU やフランスではさま
ざまな修理政策が展開されてきていま
すが、日本ではどうなっているのでしょ
うか？2000 年にできた「循環型社会形
成推進基本法」では、修理体制の充実
を製造・販売事業者の責務として挙げ
ていて、その頃に少し修理関連の法制
度も充実しましたが、最近の国際的な
動向を受けた政策展開は、筆者が知る
限り今のところみられません。ここで
は先に挙げた３つのタイプの政策につ
いて、日本の状況を簡単に紹介したい
と思います。なお以下の内容は、上記
の特集の中の拙著５）をもとに書いてい
ます。詳細はそちらをご覧ください。
　さて、まずは修理しやすい製品づく
りに関する政策です。資源有効利用促
進法という法律に関連する規定があり
ます。例えば、テレビ・エアコン・冷
蔵庫・洗濯機の家電４品目、パソコン・
電子レンジ・金属製オフィス家具等の
指定された製品群について、部品を共
通化することで修理を簡単にすること、
部品交換を簡単にできるようにするこ

と、安全に修理できるようにすること
などが定められています。自動車につ
いても修理が安全で簡単にできるよう
にすることなどが定められています。
2000 年からこういう規定があったとい
う意味では進んでいたのですが、最近
の EU の制度ほど具体的ではなく、ま
たこれをチェックして前に進めるしく
みがない点等が課題です。フランスで
実施されている修理可能性指標の導入
は今後の方向性の一つとして考えられ
ます。修理可能性の算出と公表は、チェッ
ク機能を果たすとともに、比較される
ことでより修理しやすい製品を実現す
るインセンティブになることが期待で
きるからです。また携帯電話等、上記
の規定の対象外になっている重要な製
品群もあり、その点の見直しもこれか
らの課題と考えられます。
　次に、ユーザーや修理業者の修理部品・
専用工具・修理に必要な情報等へのアク
セスの実現に関する政策です。日本には
上記のようなアクセスを義務づける制度
は、筆者が知る限りありませんが、家電
製品の修理部品の保有年数については、
日本にも制度があります。1965 年にで
きたもので、カタログに表示する必要の
ある情報に、部品の最低保有期間が入っ
ており、冷蔵庫・エアコンは９年、テレビ・
電子レンジ・ステレオ８年、洗濯機・掃
除機６年等となっています。ただし携帯
電話等、その後普及した製品は含まれて
いません。また少し調べた範囲では、家
電以外にはあまりこうした規定がないよ
うです。部品がなくて直らなかったとい
う場合も多いので、より多くの製品に部




